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論 文 内 容 の 要 旨 
 本研究では、地域労働市場および企業内における労働力構造について、経済地理学がこれらの分析のさい看
過してきたジェンダー視点を用いながら、非市場領域から市場領域に賃労働化された(既婚)女性の労働力の地
域内あるいは企業内での需給に関する検討、また彼女たちの家庭や地域労働市場でのジェンダー役割分業に関
する考察から明らかにした。 
 第Ⅰ章ではまず、先進国に共通する「労働力の女性化」が孕む問題点をあげ、地理学から可能な取り組みを
検討しつつ、本研究が就業女性に着目する意義を説明した。次に、地域労働市場に関する先行研究が女性労働
力をいかに捉え分析・考察してきたかを整理した。 
 第Ⅰ編第Ⅱ章ではまず、英語圏での先行研究の整理を通じてジェンダー視点を具体的に検討した。次に資本
主義経済の枠組みの中で、既婚就業女性が直面している職場と家庭の空間的分離の問題やジェンダーが要因と
みられる地域労働市場の階層化について論じた先行研究を紹介した。さらに、ジェンダー差によって分断され
てきた労働市場が経済の蓄積体制の移行の中で再編されていく過程に注目し、労働市場の新たな局面について
論述した。 
 第Ⅲ章では、社会学と経済学における先行研究の整理から既婚就業女性をとりまく社会・経済的な背景を把
握し、また地理学における先行研究のレビューから、地域労働市場と女性労働力に関する研究がジェンダー概
念を十分理解して分析視点に用いたかを検証した。 
 第Ⅱ編第Ⅳ章では東海地方の2つの過疎山村（愛知県稲武町と岐阜県金山町）をとりあげ、山村に残留した
住民の生活維持が可能となった要因を、山村の経済基盤と女性労働力の賃労働化に着目して明らかにした。経
済成長期に人口の一部が町外に流出した2山村では、山村経済基盤の安定をめざして工場誘致が行われた。こ
の結果、1970年代～80年代にかけての事業所進出は山村に新たな就業機会を創出し、これが、減少する人口・
世帯の歯止めとなったことを確認した。誘致工場が行った雇用者のマイクロバス送迎は、既婚女性の賃労動化
を促した。過疎山村への残留を可能にした要因の一つは、女性の賃労働化によって家計の補助的収入が確保さ
れたことにある。また、家事や育児を分担・代行する者(一般には第１世代の妻)の存在が、女性の労働市場参
入の鍵であることも明らかになった。 
 第Ⅴ章では、職場での固定的なジェンダー役割分業の反映として確認されたジェンダー差による職種分離が、
「労働力の女性化」に伴って変化してきたことに着目した。第２節～第４節では愛知県尾張西部地域の繊維産
業を事例に、朝鮮戦争による特需景気から、労働力の再編が実施された後の1990年代初頭までを考察の対象と
した。繊維産業では元来、「女性向き」の単純作業と経験・熟練を要する「男性向き」の作業が存在したこと、
また、経済成長期には前者の作業に若年女性が国土の「周辺地域」から大量に供給されたが、その後の労働力
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構成に変化があったことを明らかにした。加えて、パートタイムの既婚女性、発展途上国からの研修生、男性
が、若年女性に代替されていることも確認した。このような「新しいジェンダー秩序」が、繊維地域の労働力
供給構造やその再編とも関連して生じたことを論証した。第５節～第７節では、「男性向き」の仕事への女性参
入の好例として宅配便女性ドライバーをあげた。彼女たちの多くは家計補助を目的に就業した既婚者で、家庭
内で温存される固定的なジェンダー役割分業のため、空間的に分離された家庭と職場を行き来しながら家事・
育児と仕事を両立させていた。その結果、女性ドライバーは「男性並み」の労働を供給できないとみなされ、
労働力構造の最底辺に置かれることを説明した。 
 本研究では、家庭という非市場領域から市場領域に賃労化された既婚女性の労働力や、「男性向き」と「女性
向き」職種との間で生じた労働力の需給変化によって増大した既婚女性の労働力が、地域労働市場の中で男性
のそれよりも相対的に下位の階層に置かれること、そして、男女それぞれのステレオタイプ化された労働力の
特質や固定的なジェンダー役割分業が既婚女性の労働市場での位置を相対的に低めていることが明らかになっ
た。これらの結果から、ジェンダーが労働市場の階層化に関わる重要な要因であることが確認された。 
 
論 文 審 査 の 結 果 の要 旨 
 本論文は、日本の地域労働市場のなかでの(既婚)女性労働力の実態とその位置および近年の地域労働市場お
よび企業内部における女性就業の変容について、ジェンダー視点を導入しつつ、詳細な事例調査から研究した
ものである。 
 第Ⅰ章「はじめに」では、日本をはじめ先進国に共通する「労働力の女性化」の進行とこの現象がはらむ問
題について述べ、こうした問題に対する地理学的研究課題と研究方法について検討し、本論文において就業女
性に着目することの意義を論じている。このなかで、本論文で用いる具体的なジェンダー視点として、世帯内
でみられる男女の役割分担や男女の差異にもとづいた労働市場での職種・職務の分離をあげている。この視点
は、日本の従来の研究にはなく、高く評価できる。 
 第Ⅱ章｢英語圏の地理学的研究｣では、ジェンダー視点について、英語圏における先行研究の詳細な整理をつ
うじて具体的に検討し、このなかで、既婚の就業女性が直面している職場と家庭の空間的分離の問題およびジ
ェンダーが要因となって生じる地域労働市場の階層化についての研究アプローチとして、個人を分析単位とす
る「行動的アプローチ」と国民経済などの変化に着目する「構造的アプローチ」のふたつが有効であることを
指摘していることが評価できる。両アプローチは本論文の実証研究のなかで援用されている。 
第Ⅲ章｢日本の研究｣においては、日本の社会学、経済学および地理学の分野における先行研究をたんねんに
整理し、先行研究の到達点を明確にするとともに、地理学における今後の研究課題を提示している。 
第Ⅳ章｢過疎山村の経済維持基盤と女性労働力の析出構造｣では東海地方の2つの過疎山村（愛知県稲武町と
岐阜県金山町）をとりあげ、とくに山村の経済基盤と女性労働力の賃労働化について、住民へのアンケート調
査などによって分析している。 
高度成長期から工場誘致に取り組んだ当該地域への事業所進出が、同地域における人口・世帯数の減少の歯
止めとなったことを指摘し、つぎにこれらの事業所による雇用のなかの既婚女性について詳細に検討し、従来、
家庭内での再生産労働や自家の農林作業に無償で従事してきた既婚女性が世帯内での経済的理由から、家計の
補助的収入を目的として賃労動化したことを明らかにしている。さらに、この賃労働化には、女性に付与され
た役割である家事や育児を分担あるいは代行する者の存在が関与していること、および家計の補助としての女
性の役割が、地域労働市場で女性を周辺的な存在にしていることも論じている。ただし、家計に占める既婚女
性の収入の割合などのデータの提示が不十分であることが惜しまれる。 
 第Ⅴ章｢地域労働市場におけるジェンダー秩序の再編｣においては、近年の地域労働市場においてみられる「男
性向き」の仕事への女性の進出を研究対象としている。産業全体における技術革新、男女雇用機会均等法など
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の影響で「労働力の女性化」が進展しつつある中で、従来のジェンダー差による職種分離に変化が生じ、労働
市場の「ジェンダー秩序」が変容しはじめたことに着目しているのである。 
 第Ⅴ章の前半では、伝統的に大量の若年女性の労働力を雇用してきた愛知県西部地域の繊維産業を研究対象
としている。企業への聞き取り調査などを通じて、1970年代以降に、当該産業においてつぎのような変化がみ
られたことを論じている。国土の「周辺地域」における高等学校への進学率の上昇や雇用機会の拡大によって、
若年女性の労働力の当該産業への供給が大幅に減少したが、パートタイムの既婚女性や男性がこれに代替され
た。この事例から、若年女性の労働力がこの地域の労働市場に供給されにくくなったことを契機に、従来の女
性向きの仕事を男性が引き受けるという「新しいジェンダー秩序」がみられたこと、およびこの現象が伝統的
な繊維産業地域の労働力供給構造やその再編とも関連して生じたことを論じていることは高く評価できる。 
 第Ⅴ章の後半では、「男性向き」の仕事への女性参入の事例として宅配便女性ドライバーを研究対象としてい
る。ここでは、固定的なジェンダー役割分業のために、女性ドライバーが「男性並み」の労働量を企業に提供
できないとみなされ、労働力構造の最底辺に置かれていることを論じ、さらに時間地理学的な分析から、既婚
女性にとって空間的制約を解消した働きやすい環境の必要性を主張している。 
 以上のように、本論文は、地域労働市場および企業における女性就業の実態とその地位について、詳細な地
域調査から明らかにしたものであり、これまでの研究を大きく前進させた研究といえる。とくに、前述の「行
動的アプローチ」および日本全体・研究対象地域における社会・経済的状況を考慮した「構造的アプローチ」
の両面から検討・考察した点が評価できる。 
 以上の所見により、本論文は、大阪市立大学博士(文学)の学位を授与するに値するものと認められる。 
